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１ 燃料電池自動車の導入補助制度について 

（１）補助事業の概要

燃料電池自動車（以下「ＦＣＶ」という。）を購入する法人（自動車リース事業者を含

む）、個人又は、個人事業主に対して、経費の一部を補助します。 

（２）申請者

ア 横浜市内に使用の本拠の位置を置き、ＦＣＶを購入又は所有権留保付ローン購入する

法人又は個人、個人事業主

・購入の場合は、自動車検査証上の所有者及び使用者は申請者であること。

・所有権留保付ローン購入の場合は、自動車検査証上の所有者は自動車会社又はロー

ン会社等、使用者は申請者であること。

イ 横浜市内に使用の本拠の位置を置く法人又は個人に対して貸与するためにＦＣＶを

購入する自動車リース業者

・自動車検査証上の所有者はリース会社、使用者は当該車両のリースを受ける者であ

ること。

・賃料総額に補助金相当額部分の値下がりが反映されることを要件とします。

※上記のほか、申請にあたっては要綱第５条の要件を満たす必要があります。

（３）申請車両

申請年度の４月１日以降に補助事業に着手する車両（「①車両の登録日」、「②車両

の引渡日」または「③購入代金支払の完了又は全額の支払が担保された契約手続が完 

了した日」のうち最も早い日が補助事業の着手日） 

（４）補助対象車種及び補助上限額、補助交付額

経済産業省の「クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金」の交付対象車

（令和５年６月１日現在の対象車種は、トヨタ「ＭＩＲＡＩ（ミライ）」、ヒュンダイ「ネ

ッソ」です。

補助上限額：２５０,０００円

ア 補助対象経費は、燃料電池自動車の車両本体価格（消費税及び地方消費税を除

く取引価格）

イ 補助金交付額は、補助金交付申請額、補助対象経費から国及び神奈川県の補助金

の合計交付額を差し引いた金額、補助金の上限額のうちいずれか低い金額とします。 

ウ 補助金交付決定額及び補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てます。

（５）補助予算額（募集見込台数）

５,０００，０００円（２０台）

（６）申請方法 ※申請を委任する場合は、委任状（第７号様式）を提出してください。

令和５年６月 19 日（月）～令和５年７月 12日（水）の期間に横浜市電子申請・届

出システムで事前申込が必要となります。事前申込の際は、自動車販売会社の発行し

た見積書、注文書又は請求書等（補助対象車両の名称、型式、車両本体価格、オプシ

ョン費用が明確なもの）の電子データを添付する必要があります。事前申込で当選通

知を受けた後、交付申請兼実績報告書（第１号様式）を提出してください。 
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※申込が２０台を超えた場合は抽選。申込期間中に２０台に満たない場合は、残り

の募集台数を令和５年７月 13日（木）から郵送・先着順で受け付ける（募集台数を

超えた日に複数の申請があった場合は抽選）。 

※電子申請による事前申込は、同年度内１回のみとする。 

※電子申請で当選した者が辞退する場合は、当選辞退届出書（第２号様式）を郵送で

提出すること 

 

【横浜市電子申請・届出システム】 
https://shinsei.city.yokohama.lg.jp/cu/141003/ea/residents/portal/home 

 

【申請様式】 

令和５年６月 19日（月)より、横浜市のホームページからダウンロードできます。 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/etc/hojo/nenryo/shinsei.html 

 

【申請書提出期限】 

事業完了日（車両の登録日、車両の引渡日、購入代金支払の完了又は全額の支払が担

保された契約手続が完了した日のうち最も遅い日）から起算して 30 日を経過した日

または令和６年３月８日(金)までのいずれか早い日まで（必着） 

 

※電子申請システムの申込終了日よりも前に補助事業が完了している場合は、令和５

年７月 12日（水）から起算して 30日以内（必着） 

※電子申請システム事前申込による補欠者の繰り上げ当選者は、令和６年３月８日

（金）まで（必着） 

 

【申請書郵送先】 〒２３１-０００５ 横浜市中区本町６-５０-１０ ２３階 

横浜市環境創造局環境エネルギー課 

 

（７）注意事項 

ア 事前に横浜市電子申請・届出システムによる事前申込後、当選通知を受けてから

交付申請兼実績報告書を提出すること。（詳細は要綱第６条をご確認ください。） 

イ 申請車両は、初度登録前の車両（中古の輸入車の初度登録車を除く。）であること。 

ウ 補助金の交付を受けた方は、補助対象車が新規登録された日の翌月から起算し４

年間を経過するまで当該車両を保有することが義務付けられています。 

エ ＦＣＶを導入するにあたり、他の横浜市の補助金と重複して申請はできません。 

 
２ ＦＣＶの導入補助金申請フロー及び提出書類 

 

（１）申請受付の流れ（Ｐ.３ 補助金申請フローを参照してください。） 

ア 横浜市電子申請・届出システムで事前に申込をしてください。 

イ 当選通知が届いたら補助事業完了後、必要書類を添えて交付申請兼実績報告書（第

１号様式）を提出してください。 

ウ 交付申請兼実績報告書を審査した上で、補助金の交付決定兼交付額確定通知書を

送付します。 

エ 上記の交付決定兼交付確定通知書を受け取ったら速やかに、請求書(第６号様式)

を提出してください。 

オ 請求書に記載した金融機関へ補助金が振り込まれます。 
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横浜市

委任状(７号様式)の提出があれば、 申請手続きを委任することが出来ます。

横浜市電子申請・届出システムから
事前申込

受理・審査

補助金交付申請兼実績報告書
（１号様式）記入例P7～参照

受理・審査

交付決定兼交付額確定通知書受理
（３号様式）

交付決定兼交付額確定通知書
（３号様式）

請求書　提出
（６号様式）

請求書　受理・審査
（６号様式）

補助金の受領 補助金の支払い

 注意事項

１　押印が必要な書類はすべて朱肉を使う印鑑を使用してください。

２　消えるボールペン、修正液、修正テープ等の使用がある場合は受付けられません。

３　各申請書類は、記入例を参照の上作成してください。

燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入補助金申請フロー

申請者

交付申請取下届出書
（第５号様式）

交付申請取下届出書
（第５号様式）受理

当選通知受理
事業着手・完了

当落通知送付

※申込が募集台数を超えた場合は抽
選。抽選にもれた申請者には、補欠番
号を付与し、通知する。
*辞退者等が出た場合は、補欠番号の
小さい者から順に申請を受け付ける。

はい取下事由
発生

いいえ

※申請は郵送で受け付けます。
補助事業の完了日（①「車両の登録日」、②「車両の引渡日」、③「購入代金

支払の完了又は全額の支払が担保された契約手続が完了した日」の最も遅い
日）から起算して３０日を経過した日または令和６年３月８日（金）までのいずれ
か早い日までに提出してください。

※自動車販売会社の発行した見積書、注文書又は請求書等（補助対象車両の名称、型式、

車両本体価格、オプション費用が明確なもの）の電子データを添付する必要があります。

※申請年度の４月１日以降に補助事業に着手*する事が補助の要件

です。 （*「①車両の登録日」、「②車両の引渡日」または「③購入代金

支払の完了又は全額の支払が担保された契約手続が完了した日」の

うち最も早い日）

電子申請システム による事前申込期間中に予算の範囲に満たない場合は、申
込終了後から郵送・先着順で受け付ける（予算の範囲を超えた日に複数の申
請があった場合は抽選）。
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（２） 提出書類 （委任状（第７号様式）の提出があれば、申請業務を委任することが出来ます。） 

   ア 交付申請兼実績報告書 ・・・  

横浜市電子申請・届出システムで事前申込をし、当選通知のメールを受領後、次の必要書類を 

補助事業完了日（「①車両の登録日」、「②車両の引渡日」または「③購入代金支払の完了又は 

全額の支払が担保された契約手続が完了した日」のうち最も遅い日）から起算して 30 日を経過した日 

または令和６年３月８日（金）のいずれか早い日までに郵送にて提出してください（必着）。  

      ※電子申請による事前申込終了日（令和５年７月 12 日）よりも前に補助事業が完了している場合は、事

前申込終了日から起算して 30 日以内（必着） 

      ※電子申請による事前申込期間中に予算の範囲に満たない場合は、申込終了後から郵送・先着順で 

受付（予算の範囲を超えた日に複数の申込があった場合は抽選）。 

※事前申込による補欠者の繰り上げ当選者については、令和６年３月８日（金）まで（必着） 

 

＜必要書類＞  *個人事業主含む 

 

添付書類等 
個
人*

 

法
人 

リ
ー
ス 

注意事項等 

１ 
補助金交付申請兼実績報告書 

（第１号様式） 
○ ○ ○ 

必ず写しを取り、申請者（申請受任者）が保管してくだ

さい。 ２ 第１号様式 別紙１ ○ ○  

３ 第１号様式 別紙２   ○ 

４ 
申請者確認書類 

（①又は②のいずれか） 
○   

①個人番号カード（個人番号は要マスキング）、運転免許証（変

更内容の記載がある場合は裏面も必要）等の官公署から発行

された顔写真付き本人確認書類（住所記載のもの）の写し 

②住民票の写し（原本） 

個人番号（マイナンバー）が記載されていないもので、申請日時

点で、発行日から３か月以内のもの 

５ 
履歴事項全部証明書 （原本） 

又は現在事項全部証明書（原本） 
 ○ ○ 申請日時点で、発行日から３か月以内のもの 

６ 
カタログの写し(主要諸元表 

及び環境仕様のページ) 
○ ○ ○ （３）ア提出書類の補足事項を御確認ください。 

７ 自動車検査証の写し ○ ○ ○  

８ 自動車検査証記録事項の写し ○ ○ ○  

９ 車両引渡日を確認できる書類 ○ ○ ○ 車両受領書等、納車日を確認できる書類の写し 

10 請求書の写し ○ ○ ○ （３）イ提出書類の補足事項を御確認ください。 

11 
下取車の車種・金額が分かる書類

（下取車がある場合のみ） 
○ ○ ○ 注文書、査定書等 

12 支出を証する書類（領収証の写し等） ○ ○ ○ （３）ウ提出書類の補足事項を御確認ください。 

13 リース契約書の写し   ○  

14 貸与料金算定根拠明細書   ○ （３）エ提出書類の補足事項を御確認ください。 

15 

リース使用者の確認書類 

①使用者が個人の場合 

住民票の写し（原本）等 

②使用者が事業者の場合 

履歴事項全部証明書（原本） 

又は現在事項全部証明書（原本） 

  ○ 

①個人番号カード（個人番号は要マスキング）、運転免許証（変

更内容の記載がある場合は裏面も必要）等の官公署から発行

された顔写真付き本人確認書類（住所記載のもの）の写しまた

は住民票の写し（原本※申請日時点で、発行日から３か月以内

かつ、個人番号（マイナンバー）の記載がないもの） 

②履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書は、いずれ

も申請日時点で、発行日から３か月以内のもの 

※支店等を「使用の本拠地」とする場合は、支店等の所在地

（住所）が分かる資料を添付してください。 
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16 要綱第６条別表３ 注）に記載の書類  〇 〇 利益等排除の対象となる調達先から車両を導入する場合のみ 

17 
返信用封筒（定形） 

８４円切手貼付 
○ ○ ○ 

郵便番号及びあて名を明記し、指定の郵便切手を 

貼付してください。 

 

イ 申請の取下 ・・・ 申請を取下げする場合は第５号様式を、郵送にて提出してください。 

（３） 提出書類の補足事項 

ア カタログの写しについて、次の事項に注意してください。 

イ 請求書の写しについて、次の事項に注意してください。 

 
 

ウ 支出を証する書類（領収証の写し）について、次の事項に注意してください。 
※全額の支払が担保された契約手続の完了を証する書類の写しでも可 

 

 

カタログの写し 
□主要諸元表及び環境仕様のページの写し 

（今回購入する型式が記載されている部分にマーカーで印をつけてください） 

タイトル □「請求書」になっている。  

発行会社 □見積書を発行した会社名（店名）と同じである。 

宛名 □第１号様式の申請者名と同じになっている。 

車両本体価格 □記載されている。(見積書又は注文書の記載価格と同じであること) 

価格内訳 □法定費用／オプション費／値引き等が明確になっている。 

車両型式/ 

自動車登録番号 

□第１号様式別紙の型式と同じ型式が記載されている。 

□車検証（自動車検査証記録事項）と同じ番号が記載されている。 

事前領収が 

ある場合 

□理由が記入してある。 

例）『見積金額と請求金額の相違は、領収証番号ｘｘｘｘｘで領収済みのため』 

発行会社 
□領収証と請求書の発行会社（店名）が同じになっている。 

（会社名／店名を確認） 

宛名 
□購入の場合：第１号様式の申請者名

と一致している。 

□ローン購入の場合：車検証（自動車検

査証記録事項）に記載の所有者名と同

じになっている。 

金額 
□購入の場合：金額が請求書に記載さ

れた金額と一致している。 

□ローン購入の場合：金額がローン契約

書に記載された金額と一致している。 

車両型式/ 

自動車登録番号 

（複数台の場合） 

□第 1 号様式別紙の型式と同じ型式又は車検証（自動車検査証記録事項）と同じ

番号が記載されている（複数台での申請の場合は必ず記載してください）。 
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エ 貸与料金算定根拠明細書について、次の事項に注意してください。（リースの場合） 

明細書 □貸与料金算定根拠明細書は【原本】である。 

使用者 

（貸与先） 
□第１号様式別紙２の使用者の名称と同じである。 

通称名/型式/貸与月数 □通称名/型式/貸与月数が記載されている。（基本は 48 ヶ月以上である） 

貸与料金月額 

□補助金が適用され、通常料金と比較して金額が少ない。 

□合計を月数で割った金額を切り上げや切捨てしている場合は、その旨記入され 

ている。 

備考欄 □国、神奈川県及び横浜市を含む補助金が記載されていること。 

 
 

（４） お問合せ先 

〒２３１-０００５ 
横浜市中区本町６-５０-１０ ２３階 
横浜市環境創造局環境エネルギー課 
電話 ０４５-６７１-４２２５ 
FAX ０４５-５５０-３９２５ 
メール ks-hojo@city.yokohama.jp 
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作成日を記入してください。 

第１号様式（第６条第１項） 
 

令和●年●月●日 

（提出先）横浜市長 

 

横浜市低公害車等普及促進対策費補助金交付申請兼実績報告書 
※市役所記入欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
受 付 番 号 

 
 

 郵便番号 
  
〒 〇 〇 〇 － 〇 〇 〇 〇 

 

現住所 
（法人等の場合は所在地） 

横浜市〇〇区 

■■〇丁目▲番●号 

フリガナ 〇〇〇〇〇〇  カブシキガイシャ 

申請者名 
（法人等の場合は名称） 〇〇〇〇  株式会社 

フリガナ ダイヒョウトリシマリヤク 〇〇〇〇 〇〇〇 

（法人等の場合は代表者の役

職及び氏名） 代表取締役 〇〇 〇〇 

電話番号 〇〇〇－×××－○○○○ 

メールアドレス ○○●●＠abcde.co.jp 

横浜市低公害車等普及促進対策費補助金の交付を受けたいので、横浜市低公害車等普及促進対策費補助

金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、書類を添えて次のとおり申請します。なお、申請にあたり横浜

市低公害車等普及促進対策費補助金交付要綱及び横浜市補助金等の交付に関する規則を遵守します。 

 

１ 導入した低公害車 別紙１又は別紙２のとおり 

 

２ 補助金交付申請額 

２５０，０００  円  

 

３ 他の補助金の有無 

無 ・ 有（ 国 ・ 神奈川県 ） ※該当するものに○  

 

４ 申請者の連絡先に関する事項※申請者が個人（個人事業主）の場合は記入不要 

担当者 
フリガナ 〇〇〇 〇〇〇〇 所属部署 

環境保全課 保全係 
    〇〇 〇〇 

連絡先 電話：〇〇〇－●●●－□□□□ FAX：〇〇〇－△△△－〇〇〇〇 メール：△△△△555＠□□.co.jp  

 

５ 申請要件等の確認 以下の内容に間違いなければ、各項目に☑マークをご記入ください。 

 電子申請システムで事前申込をして、当選通知を受けています。 

 補助対象車両は、令和５年４月１日以降に補助事業に着手※した車両になります。 

※①車両の登録日②車両の引渡日③購入代金支払の完了又は全額の支払が担保された契約手続が完了した日のうち最も早い日 

 関係職員による補助対象事業の遂行状況調査に協力します。 

 市税及び横浜市に対する債務の支払等の滞納がないことを誓約し、市税等の納付状況につい 

  ての調査に同意します。 

 私は反社会的勢力の団体に属していません。関係機関への照会に同意します。 

 契約内容の確認で横浜市が販売会社等と直接連絡を取る事に同意します。 

 

６ 販売会社に関する事項 

販売会社 
社 名 

株式会社 〇〇自動車  
所在地 

  横浜市〇〇区〇町■■〇丁目〇番〇号 

担当者 
フリガナ  〇〇〇 〇〇〇〇 所属部署 

販売部 営業課 渉外担当 
      〇〇 〇〇 

連絡先 電話：〇〇〇－□□□－□□□□ FAX：〇〇〇－△△△－△△△△ メール：△△△△1234＠□□.co.jp     

～申請書記入の手引き～  

【記入例】第１号様式その１ 

「有」の場合は 
本市以外の申請先に○をつけてください。 

確認のうえ、チェックをしてください。 
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７ 利益等排除に関する事項（※申請者が法人及びリース会社である場合のみ記入） 

 

１又は２の該当する方に○を記入 
 

申請者（リース車両の場合は使用・賃借者）と申請車両の製造会社との関係は以下の通りです。 

 

１ 申請者は、①補助金申請車両の製造会社（自社製品を申請）、②100％同一の資本に属す

るグループ企業、③補助金の申請者の関係会社（前記②を除く）のいずれかである。 

２ 申請者は、前記①～③のいずれかの会社ではない。 
 
※自社製造車両を補助金交付申請する場合には、製造原価を基に補助対象経費を算出し補助金

額を決定します。 

 

８ 添付書類等 

（１）申請者確認書類 

(a)申請者が個人(個人事業主)の場合 

個人番号カード、運転免許証（変更内容の記載がある場合は裏面も必要）等の官公署から発

行された顔写真付き本人確認書類（住所記載のもの）の写しまたは住民票の写し（原本※申

請日時点で、発行日から３か月以内かつ、個人番号（マイナンバー）の記載がないもの）） 

(b)申請者が法人の場合 

履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書（申請日時点で、発行日から３か月以内のもの） 

（２）導入した低公害車のカタログ（写し） 

（３）導入した低公害車の自動車検査証（写し）及び「自動車検査証記録事項」（写し） 

※同型を複数台導入した場合にも全車両分必要（自動車検査証の所有者は申請者と同一であ 

ること。ただし、リースの場合は、自動車検査証上の所有者はリース会社、使用者は当該車両 

のリースを受ける者であること。所有権留保付ローン購入の場合は、自動車検査証上の所有 

者は自動車会社又はローン会社等、使用者は申請者であること。） 

（４）車両引渡日を確認できる書類 

車両受領書等、納車日を確認できる書類の写し 

（５）請求書（写し）※車両本体価格、法定費用、値引き額、オプション費等が明確なこと 

（６）注文書、査定書等の下取車の車種及び金額が分かる書類（下取車がある場合） 

（７）支出を証する書類 

領収書の写し又は全額の支払が担保された契約手続の完了を証する書類の写し 

（８）リース事業者と使用者とのリース契約書の写し（申請者がリース事業者の場合） 

（９）リース使用者の確認書類（申請者がリース事業者の場合） 

(a)使用者が個人(個人事業主)の場合 

個人番号カード、運転免許証（変更内容の記載がある場合は裏面も必要）等の官公署から発

行された顔写真付き本人確認書類（住所記載のもの）の写しまたは住民票の写し（原本※申

請日時点で、発行日から３か月以内かつ、個人番号（マイナンバー）の記載がないもの） 

 (b)使用者が法人の場合 

履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書（申請日時点で、発行日から３か月以内のもの） 

（10）貸与料金算定根拠明細書（申請者がリース事業者の場合） 

（11）要綱第６条 別表３ 注）に記載の書類（利益等排除の対象となる調達先から車両を導入する場合のみ） 

（12）返信用封筒(郵便番号及びあて名を明記し、指定の郵便切手を貼付したもの) 

（13）その他 市長が必要と認めるもの。 

  

～申請書記入の手引き～  

【記入例】第１号様式その２ 

申請者が法人及びリース会社である場合は、 
該当の項目に○をつけてください。 
 
※申請者が個人の場合は記載不要 
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第１号様式（第６条第１項） 別紙１ 
（事業者・個人用） 

 

 

導入した低公害車 

種   別 ・低公害車（燃料電池自動車） 

使用の本拠の位置 横浜市〇〇区〇〇町 △番□号 

導入した低公害車 

・メーカー名：トヨタ、ヒョンデ 

・通称名：MIRAI、ネッソ 

・型 式：ZBA-JPD20、ZBA-JPD10、 

ZBA-FE120 

補助対象事業完了日 
※（１）､（２）、（３）の 

    いずれかの遅い日を完了日とする。 

（１）車両の登録日  令和●年△月□日 

（２）車両の引渡日  令和●年△月〇日 

（３）代金支払日又は 

全額の支払が担保された契約手続の完了日 

 

 令和●年□月◎日 

１台分の補助金交付申請額 （Ａ）        ２５０，０００  円 

台   数       （Ｂ）              １   台 

補助金交付申請額（Ａ）×（Ｂ）         ２５０，０００  円 

（注）導入した低公害車の使用の本拠の位置、型式ごとに１枚ずつ作成すること。 

 

 

 

  

～申請書記入の手引き～  

【記入例】第１号様式その 3 

「車検証（自動車検査証記録事項）」
に表記されている「使用の本拠の位
置」を記入してください。 
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第１号様式（第６条第１項） 別紙２ 

（自動車リース事業者用） 

 

 

導入した低公害車 

種    別 ・低公害車（燃料電池自動車） 

使用の本拠の位置 横浜市●●区〇〇 △―□ 

使 用 者 の 
 

氏名又は名称 

・氏名又は名称：〇〇〇〇 株式会社 

・住所：横浜市■■区▲▲〇丁目〇番〇号 

・代表者の役職・氏名：代表取締役 〇〇 〇〇 

・担当者氏名：〇〇 〇〇          

TEL：〇〇〇－□□□－□□□□ 

導入した低公害車 

・メーカー名：トヨタ、ヒョンデ  

・通称名：  MIRAI、ネッソ 

・型 式：  ZBA-JPD20、ZBA-JPD10、 

ZBA-FE120 

補助対象事業完了日 
※（１）､（２）、（３）の 

    いずれかの遅い日を完了日とする。 

（１）車両の登録日  令和●年△月□日 

（２）車両の引渡日  令和●年△月〇日 

（３）代金支払日又は 

全額の支払が担保された契約手続の完了日 

 

 令和●年□月◎日 

１台分の補助金交付申請額（Ａ）         ２５０，０００  円 

台   数       （Ｂ）              １   台 

補助金交付申請額（Ａ）×（Ｂ）         ２５０，０００  円 

（注）導入した低公害車の使用の本拠の位置、型式ごとに１枚ずつ作成すること。 

  

～申請書記入の手引き～  

【記入例】第１号様式その４ 

「車検証（自動車検査証記録事項）」
に表記されている「使用の本拠の位
置」を記入してください。 
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第６号様式（第 10条） 
 

請求書番号 １23456  

 

令和〇年〇月〇日  
横浜市長                                                                        

 

住所〒〇〇〇―△△△△ 

                        横浜市〇〇区〇〇町〇丁目〇-〇 

                   
氏名    横浜 次郎        ㊞ 

（法人の場合は所在地、名称及び代表者の役職・氏名、代表者印） 

※請求委任や受領委任を行わない場合は請求書の押印を省略可 

 

 

 

横浜市低公害車等普及促進対策費補助金請求書 

                                                        

                  

令和〇年〇月〇日環創エネ第●●●●●号で交付決定兼交付額の確定を受けた補助金に

ついて、次のとおり請求します。 

 

 

１ 請求金額 

 

      〇〇〇,〇〇〇円 

(補助金交付決定兼交付額確定通知書に記載されている金額) 

 

 

２ 補助金振込先         

補

助

金

振

込

先 

フリガナ ヨコハマ ジロウ 
口座名義 

(※２) 
横浜 次郎 

金融機関名と店名 
〇〇 銀行 

信金 

 銀行コード 

(※１) 〇〇  支店 

本店 

支店コード 

 

〇 
 

〇 
 

〇 
 

〇 
 

〇 
 

〇 
 

〇 

預金種目（○で囲む）  普通（総合）      当座       貯蓄      その他（     ） 

口座番号 7 桁で記入してください（右詰） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
 

※１ ゆうちょ銀行の場合、支店名(コード)は３ケタの数字です。記号・番号ではありません 

ので、御注意ください。 

※２ 通帳の名義のとおり御記入ください。口座名義がアルファベットで登録されている方は、 

アルファベットで御記入ください。 

 
  

 補助金の交付決定兼交付額確定通知書（３号様式）右上に
記載されている日付と文書番号をご記入ください。 

任意の６桁までの数字をご記入ください。

口座振り込み時に記載されます。 

※空白でも構いません。 
作成日を記入して下さい。 

 

電子メールで提出する場合は、押印不要。 
本データを PDF形式にして、パスワード設定後、 
メールで送信してください。 
※Ks-hojo@city.yokohama.jp 宛に送ること 
PDFのパスワードは環境エネルギー課へ 

電話（045-671-4225）でお伝えください。 
※申請者本人のアドレスや委任状に記載した 
受任者のメールアドレスから送信してください。 
 
 

住所・氏名は、申請書（第１号様式）

と同様の内容でご記入下さい。 
 

朱肉を使用する印鑑を
使用してください。 
※郵送提出の場合は押
印が必須となります。 

※交付決定兼交付額確定通知書（第３号様式）が届きましたら、 
速やかにご提出下さい。 

～申請書記入の手引き～  

【記入例】第６号様式 
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第７号様式（第 11条第１項） 
 

    令和〇年〇月〇日 
（提出先） 

 横浜市長 

委  任  状 
 

■委任者（申請者）  
 
住所〒〇〇〇―△△△△ 
    横浜市〇〇区〇〇町 △-□ 

        株式会社〇〇〇〇〇  

氏 名   代表取締役 〇〇 〇〇   ㊞ 
（法人の場合は所在地、名称及び代表者の役職・氏名、代表者印） 

 

私は、下記の者に、横浜市低公害車等普及促進対策費補助金に係る事務手続の権限を

委任します。 
 
■受任者 

 
住所   横浜市〇〇区〇〇▲丁目〇-〇    

（法人の場合は、所在地） 

 
氏名   〇〇〇●● 株式会社 代表取締役 〇〇 〇〇〇  ㊞ 

  （法人の場合は、名称及び代表者の役職・氏名、代表者印） 

 
 

担当者名 〇〇 〇〇〇         ㊞ 
（担当者を復代理人とする場合は記入・押印） 

 
 

連絡先電話番号  ○○○－○○○－○○○○     
 

 

メールアドレス  ○○●●123＠yokohama.co.jp      
 

 

【委任事項】委任する手続全てに☑マークを記入してください。 
  
 電子申請システムによる事前申込・当選辞退届出書の提出及び訂正 

  
 交付申請兼実績報告書の提出及び訂正 

  
 取下届出書の提出及び訂正 
 
 請求書の提出及び訂正 

  
 

 

～申請書記入の手引き～  

【記入例】第７号様式 

朱肉を使用する印鑑を
使用してください。 

朱肉を使用する印鑑を
使用してください。 

作成日を記入して下さい。 
 

確認のうえ、 
✔（チェックマーク）を 
記入してください。 
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（提出先）横浜市長

＜リース会社＞

住　所

名　称

代表者名

＜使用者（貸与先）＞

住　所

名 称／使用者名

代表者名

１．車両・リース期間・補助金相当額

ヶ月

円

円

円

円

２．リース料金

※　リース期間が財産処分制限期間に満たない場合、リース会社は以下の誓約をお願いします。

＜リース会社名＞

＜リース会社＞担当者

：

：

：

：

以下の内容について使用者（貸与先）と合意の上、提出いたします。

貸与料金算定根拠明細書

横浜市〇〇区〇〇町×－×

□□□株式会社

代表取締役社長

環境　一郎

横浜市〇〇区〇〇町△－□

〇〇〇株式会社

代表取締役社長　

横浜　太郎

通称名 MIRAI

型式 ZBA-JPD20

リース期間（月数）　※ 48

補助金申請予定額

国 1,453,000

県 500,000

市 250,000

合計 2,203,000

Mail 〇〇〇@〇〇ne.jp

氏名 環創　二郎

所属 環境部　環境課

TEL 〇〇〇—×××—□□□□

補助金無しの場合 補助金有りの場合 差額

貸与料金総額（消費税抜き）（円） 6,454,545 4,200,000 2,254,545

貸与料金月額（消費税抜き）（円） 134,470 87,500 46,970

申請車両は、リース期間が財産処分制限期間未満ですが、リースアップ後も財産処分制限
期間は継続して保有することを誓約します。

リース期間が48か⽉以上の場合、
記⼊不要となります

差額が補助⾦申請予定額の合計以上
であることを確認してください。

国、県、市の補助申請予定額を記
⼊してください。申請予定がない
場合は０を記⼊してください。

記載内容について、問合せさせ
ていただくことがあります。
記載内容を把握されている⽅の
連絡先をご記⼊ください。

横浜市低公害車等普及促進対策費補助金

～貸与料金算定根拠明細書の記入手引き～

13



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

お問合せ先 

 

横浜市環境創造局環境エネルギー課 

 

〒231-0005 横浜市中区本町６-５０-１０ ２３階 

TEL：０４５－６７１－４２２５ 

FAX：０４５－５５０－３９２５ 

   e-mail：ks-hojo@city.yokohama.jp 
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